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入 札 公 告 

 

 下記の建設工事について、制限付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16

号）第 167 条の６の規定に基づき次のとおり公告する。この入札は、静岡県共同利用電子入札システムに

より執行する。 

 令和７年３月 25 日 

伊豆の国市長 山 下 正 行  

 

記 

 

１－１ 工事内容等 

入札番号 第 23 号 

工 事 名 令和７年度 小学校施設照明 LED 化推進事業他 

長岡地区小中学校校舎 LED 化改修工事 

工事箇所 伊豆の国市 長岡地区小中学校（３校） 

工事概要等 校舎 LED 化改修工 一式 

 長岡南小学校 N=590 個 

 長岡北小学校 N=393 個 

長岡中学校  N=546 個  

工 期 契約の日の翌日から令和 8 年１月 30 日まで 

担当課 教育部 教育施設整備課 

１－２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 入札に参加できる者は、令和４年伊豆の国市告示第 205 号（伊豆の国市が発注する工事及び製造の請

負、建設業関連業務の委託、物品の調達及び役務の提供に係る競争入札に参加する者に必要な資格を定

める件）による建設工事競争入札参加資格（以下「建設工事競争入札参加資格」という。）の認定を受け

ている者であって、次に掲げる条件のすべて満たしていることについての確認を受けたものとする。 

資格要件 左記の詳細 

伊豆の国市建設工事競 

争入札参加資格の認定

業種 

伊豆の国市に建設工事の競争入札参加資格を有する者であること。 

伊豆の国市に競争入札参加資格を有する、静岡県東部地区内に当市の競争入

札参加資格の認定を受けた本社又は営業所等を有する業者。 

許可の種類 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）第３条の規定に基 

づく電気工事に係る特定建設業の許可を受けている者であること。 

総合評定値 建設業法第 27 条の 23 の規定に基づく経営事項審査における電気工事の総合

評定値 P 欄（審査基準日が入札日より１年７か月以内のものに限る。）が 800

点以上であること。 

右に掲げる基準を満た ① 入札参加資格確認申請の時点において、３か月以上の直接かつ恒常的な 
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す主任技術者又は監理 

技術者を当該工事に配 

置できること。 

雇用関係があること。 

② 監理技術者の場合は、監理技術者資格者証（電気工事）の交付を受 

けている者で、監理技術者講習を受講した者。 

③ 請負金額 4,500 万円以上の場合は、専任で配置できる者。 

その他の条件 入札公告「共通事項」８－１記載のとおり 

２－１ 入札参加資格確認申請書及び入札参加 

 

資格確認資料の提出 

  入札に参加する者に必要な資格の確認を受ける者は、静岡県共同利用電子入札システムにより、次の 

とおり申請書及び資料を提出すること。 

提出期間 公告日から令和 7 年４月８日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

受付時間 午前９時から午後５時まで。ただし受付最終日は午後４時までとする。 

提出書類 ① 入札参加資格確認申請書（別添様式第１号） 

② 配置予定技術者の資格・工事経験（別添様式第３号） 

③ 経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し 

※①については、社印の押印は不要とする。 

※②から③について、電子ファイルの容量が３㎆を超える場合は、提出期間中に市役所 

財務課契約室へ直接メールするか、財務課契約室窓口へ提出すること。 

財務課メールアドレス : zaimu@city.izunokuni.shizuoka.jp 

資料の作成 ① 配置予定技術者の資格・工事経験（別添様式第３号） 

 ア 配置する予定の主任（監理）技術者の資格を記載すること。この場合、配置する 

予定の主任（監理）技術者は、複数の者を記載することができる。 

  なお、本工事に主任（監理）技術者を配置することができなくなったときは、直ち 

  に当該申請の取下げを行うこと。 

 イ 監理技術者の場合は、配置する予定の監理技術者の監理技術者資格者証の写し及 

び監理技術者講習修了証の写し 

② 本工事に専任で配置する予定の監理技術者が営業所（本店、支店等）の専任技術者 

でないことを証する書類（建設業の許可の申請又は更新の際に添付した建設業法施行 

規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）様式第 8 号の写し等）を添付すること。 

③ 経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し 

  審査基準日が入札日より 1 年 7 ヶ月以内のもので、かつ最新のものを提出するこ 

と。 

２－２ 入札参加資格の確認通知書等 

確認通知日 令和７年４月 14 日 

入札に参加する者に必要な資格の確認は、申請書及び資料の提出期限の日をもって行う

ものとし、その結果は静岡県共同利用電子入札システムにより通知する。（土曜日、日曜

日及び祝日を除く。） 

mailto:zaimu@city.izunokuni.shizuoka.jp
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２－３ 入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

理由の説明 ① 入札に参加する者に必要な資格がないとされた者は、通知日の翌日から 7 日以内に、 

書面により市長にその理由についての説明を求めることができる。（土曜日、日曜 

日及び祝日を除く。） 

② 前項の理由の請求について説明を求めた者に対し、説明要求最終日の翌日から 10 

日以内に回答する。 

３－１ 設計書及び図面の縦覧 

縦覧期間 公告日から入札書提出日の前日の午後５時まで 

縦覧場所 図面は静岡県共同利用入札情報システム（PPI）に掲載する。 

３－２ 設計書及び図面に対する質問及び回答 

受付期間 公告日の午前９時から令和７年４月 24 日の午後５時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。） 

受付方法 電子入札システムによる。 

回答期間 公告日の午後１時から令和７年４月 28 日の午後５時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。） 

回答方法 電子入札システムによる。 

４ 入札書の提出 

受付日時 令和７年５月１日から令和７年５月２日までとし、受付最終日は午後４時までとする。 

提出方法 電子ファイルによる電送とする。また、工事内訳書も併せて提出すること。 

 



4 

５ 入札の執行（開札） 

入札執行日時 令和７年５月７日 午後 1 時 22 分 

 

６ 落札者の決定 

 落札者の決定方法は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 10 第１項の規定によ

り、低入札価格調査制度を適用し、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者の該当申込み

に係る価格ではその者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認める場合、

又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不当であ

ると認める場合には、最低価格の入札者を落札者とせずに、次に低い価格で申込みをした者を落札者とす

る。なお、低入札価格調査制度については、「伊豆の国市建設工事低入札価格調査制度実施要綱」による

ので別途市のホームページを確認すること。 

落札者の決定 ① 低入札価格調査の対象者が、落札後速やかになされる当該調査の実施にかかる意思 

確認に対し、応じられない旨の意思表示をした場合には、当該入札者を失格とする。 

② 入札価格が「調査基準価格」を下回った（失格判断基準価格を下回る価格で入札を 

行ったものを除く。）場合には、低入札価格調査の結果、当該入札価格で契約内容に 

適合した履行が可能と判断された場合に当該入札者を落札者とするが、低入札価格調 

査の結果、「伊豆の国市建設工事低入札価格調査制度実施要綱」第 10 条の「契約の内 

容に適合した履行がされない判断基準」に該当する場合は当該入札者を落札者としな 

い。 

７ その他 

調査基準価格 有（予定価格の 75%） 

失格判断基準価格 無 

入札保証金 不要 

契約保証金 有 

前払金（中間前払金含む） 有 

部分払 有 

 

入札に関する問合せ先 

〒410-2221 静岡県伊豆の国市長岡 340 番地の１ 

伊豆の国市役所企画財政部財務課契約室 電話 055-948-1414 

FAX  055-948-1426 

Mail  zaimu@city.izunokuni.shizuoka.jp 
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入札公告「共通事項」 

 

８－１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 伊豆の国市における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて

満たしていること。 

地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条の４の規定に該当しな

いこと。 

伊豆の国市における建設工事競争入札参加資格の認定を受けていること。（認定業種は入札公告に記載） 

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の規定に基づく許可を受けている者であること。（許可の種

類は入札公告に記載） 

入札参加申込書提出期限の日から落札決定までの期間に､伊豆の国市入札参加停止等措置要綱（平成 18

年伊豆の国市訓令第 14 号）に基づく入札参加停止又は静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措

置要綱（平成元年８月 29 日付け管第 324 号）に基づく入札参加停止の期間中でないこと。 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団及び暴力団員等と密接な交際、関わ

り等があると認められないこと。 

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続き開始の申立てが成されている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始

の申立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

本工事に係る設計業務の受注者又は当該受注者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者でな

いこと。 

① 本工事に係る設計業務の受注者の発行株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、又はその出資 

の総額の 100 分の 50 を超える出資をしている建設業者。 

② 建設業者の代表権を有する役員が本工事に係る設計業務の受注者の代表権を有する役員を兼ねてい 

る場合における当該建設業者。 

８－２ 入札執行の方法等 

入札の方法 電子入札システムによる。ただし、やむを得ない場合で発注機関の承認を得た場合は入

札書を持参して入札できる。 

＜電子入札システムによる場合＞ 

電子入札システムにより入札書、工事費内訳書（入札書と同時に提出が必要な場合 

 のみ）を提出すること。 

＜持参による場合＞ 

事前に発注機関の承認を得て、入札時に以下の書類を提出すること。 

入札書、委任状（代理人の場合）、工事費内訳書（入札書と同時に提出が必要な場合 

のみ） 

入札無効事項 ① 本工事の入札に参加するのに必要な資格のない者が行った入札 

② 本工事の入札に参加するのに必要な資格の確認の申請の際、虚偽の申請をした者が 

行った入札 
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③ 伊豆の国市建設工事等競争入札心得（平成 17 年伊豆の国市告示第 53 号）に規定す 

る入札に関する条件に違反した入札 

④ 開札時に工事費内訳書（以下「内訳書」という。）のないもの又は内訳書の内容に入 

札書提出者名の誤記、工事件名の誤記、入札金額と内訳書の総額の著しい相違等の不 

備があると認められる場合 

⑤ 入札価格が失格判断基準価格を下回る価格をもって入札した者は、再度の入札に参 

加できない。 

不落随契  再度の入札（２回目の入札）を行った結果、落札者がいない場合において、最低価 

格との差額が予定価格の５％以下であるときは、不落随契に移行する。その際、再度 

の入札（２回目の入札）で有効な入札を行った者のうち、入札価格と予定価格との差 

額が予定価格の５％以下であった最低価格提示者から見積書を徴する。 

その他注意事項 ① 郵送による入札は認めない。 

② 持参による場合、入札書、指名通知書の写し及び工事費内訳書（入札書と同時に提 

出が必要な場合のみ）を提出すること。なお代理人が入札する場合には、入札前に委 

任状を提出しなければならない。 

③ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当 

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切 

り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者で 

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相 

当する金額を入札書に記載すること。 

④ 入札執行回数は、２回を限度とする。 

⑤ 入札に際し、伊豆の国市建設工事競争入札心得を熟読し、独占禁止法等に抵触する 

行為を行ってはならない。 

⑥ 落札者が契約締結しようとする時は、契約金額の 100 分の 10 に相当する額以上の 

契約保証金を伊豆の国市に納入するものとする。ただし、次に掲げる場合においては、 

契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 ア 落札者が、保険会社との間に伊豆の国市を被保険者とする履行保証保険契約を締 

結したとき。 

 イ 落札者から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

⑦ 談合情報があった場合において、入札を公正に執行することができないと認められ 

るときは入札参加を拒否し、又は入札の延期、中止若しくは取消しをすることがある。 

⑧ 申請書、資料の作成及び申込みに係る費用は、提出者の負担とする。 

⑨ 提出された申請書及び資料は返却しない。 

⑩ 入札参加者は、伊豆の国市建設工事等競争入札心得及び伊豆の国市公共事業電子入 

札運用基準を遵守すること。 

 


